意　　見　　書

２０００年６月９日

郵政省　電気通信審議会

電気通信事業部会長　殿

　　　　　郵便番号　　　６０７－８１４１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　eq \o(\s\up 15(きょうとしやましなくひがしのきたいのうえちょう),京都市山科区東野北井ノ上町)５－２２
氏名　　eq \o(\s\up 15(きょうせらこみゅにけーしょんしすてむかぶしきかいしゃ),京セラコミュニケーションシステム株式会社)
　　　　　　　　　電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の

　　　　　　　規定により、平成１２年５月２５日付け郵通議第３０１５号で公告された郵政省令案

　　　　　　　に関し、別紙のとおり意見を提出します。

電気通信事業法施行規則第２３条の４「指定電気通信設備との接続に関する契約約款の許可の基準」の改正について

　東日本電信電話㈱及び西日本電信電話㈱の局舎内に設置する接続用機器のうちＮＴＴ以外の電気通信事業者が持ち込む場合のコロケーション・ルールの約款による明文化に際し、以下の公正参入条件の確保を要望します。

1 　接続用機器の導入に関しその設置工事・調整にあたるベンダーの選定はコロケーションの依頼事業者側にあることを明記すること。

2 上記の工事・調整にあたる作業者に、ＮＴＴ指定業者以外の者が作業にあたることを認めるにあたり、その作業条件等に一定の制約を設ける場合は、ＮＴＴ指定業者以外の者を事実上排除するような作業条件の制定がなされないようその行為自体の禁止条項を明記すること。

3 接続調整には、ＮＴＴ側担当者が立ち会うと同時に接続情報の開示を義務付けること。

　　特に技術革新が著しいインターネット分野ではネットワーク機器の進化が速く、事業者側が持ち込むネットワーク

　機器の種類も多岐に渡る。　加えてそれに採用されている技術の変化も著しいものがあるため、こうした接続技術

　上のトラブルを未然に防ぐためにも接続情報の迅速な開示の義務付けを要望します。

以上

